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ステークホルダー参画型地震防災総合計画策定手法の開発
一「マリキナ市地震防災総合計画・アクションプラン」策定の試み－
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研究の背景と目的 1±以下の６つの要素から構成されているとする．

1）環境の質を維持し，高める，２）生活の質を

1． 

1）環境の質を維持し，高める，２）生活の質を維持し，

高める，３）地元の災害抵抗力と防災に対する責任感をｉ
める，４）地元の経済活動を維持し・活発にする事が不１

Ｄ，ミレッテイー'）は今後の防災対策のあり方として

「持続的発展可能な防災SustainableHazardMitigation」
という考え方を提案している．この考え方はミレッティ

ーが独自に考え出したものではなく，米国での防災研究

に関する２回目のアセスメント（'）の結果として生みだ
されたものであり，現在の米国における防災対策のキー

ワードとなっている．日本において持続的発展可能な防

災という考え方は今後の防災を考える上においても重要

なキーワードとなると考えられる．

「持続的発展可能な防災」とは地域の持続的発展が災

害により阻害される事が無いようにしようとする考え方

であり，Ｄ・ミレッティーは「持続的発展可能な防災」

高める，３）地元の災害抵抗力と防災に対する責任感を高

める，４）地元の経済活動を維持し，活発にする事が不可

欠である，５）世代内，世代間の公平性を確保する，６）
合意形成を基本とし，地元から始める')．

こういった考え方に基づき防災計画を策定するために

は，防災計画が，その地域の将来の開発計画であるマス

タープランと整合性を持ち，また，マスタープランは住
民の合意形成に基づき作成されている必要がある．

しかしながら，どのようにして1）ステークホルダー

参画型で，２）マスタープランと整合性を持つ，防災計画
を策定するのかという方法論は確立されていない．ステ

ークホルダー参画型で，マスタープランと整合性を持つ
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P1a1ming」という考え方が広く関心を集めるようになっ
ている（３）．これはマスタープランの分野においても同

様であり，米国におけるマスタープラン（GeneralPlan）
の策定においても，総合計画（Comprehensiveplanning)や

政策計画（PolicypIanning）といった手法から戦略計画
（StrategicPIannmg）の手法に，計画手法が変化している
'2'、こういった背景を踏まえ，今回のプロジェクトでは，

マスタープラン策定の計画手法であり，また，現在，計
画手法の主流となっている戦略計画を計画策定の枠組み

として採用する事とした．

戦略計画の特徴として，「1）ＳＷＯＴ分析(4)，現状分
析からスタート，２）使命からブレークダウンした，目的

指向の計画，３）プログラムの網羅性は指向しない限ら

れた資源をどのように振り分けるかという発想でプログ

ラムの選択が行われる'3〕．」という点が挙げられる．通

常，戦略計画の階層構造は図1に示すような，

Goal>objective>TaIget>Strategy/Policy>Pmgram/Pmjectとい
う構造を持っている．各項目の定義は以下の通りである．

・ゴール（Goal）

長期的な視野に立って定める目標

．オブジェクティプ（objective）
ゴールを達成するための方法を表すもので，

ゴールよりは具体的で内容が詳細なもの．

・ターゲット（TargeO
オプジェクテイブの達成度を評価する指標

（数値目標である事が望ましい）

・ポリシー/ストラテジー（Policy/Stmtegy）
ゴールおよびオプジェクテイブを達成するた

めの具体的な戦略

・プログラム/プロジェクト（Pmgram/Prqject）
ポリシー/ストラテジーを実現するための対策

および詳細な行動（アクション）・事業

防災計画策定手法の確立を行う試みとして，マリキナ市
〈フィリピン，マニラ）において地震防災計画策定を行
うケーススタディーを行った．本論は，マリキナ市での
ケーススタディーの結果(2)を整理し，その結果を今後
のステークホルダー参画型での総合的な地震防災計画策

定手法の一つのあり方として提示する事を目的とする．

本研究は文部科学省振興調整費「アジア太平洋地域に
適した地震・津波災害軽減化技術の開発とその体系化に

関する研究」（以下EqTAP）の一部として行われたもの
である．

2．計画策定の視座

マリキナ市でのケーススタディーでは，ステークホル

ダー参画型で計画策定する，長期計画と整合性を持つ事，

に加えて，１）戦略計画（StmtegicPlanning)の枠組みに沿
った計画となる事，２）総合的な内容の計画となる事，を

ポイントとして計画の策定を進めた

ここでは，①今回のケーススタディーにおけるステー

クホルダーの参画の位置づけ，②１），２）の項目を加

えた理由，③1），２）の計画手法の詳細について以下に

詳述する．

（１）ステークホルダー参画型の計画策定

ステークホルダー参画型とは，現在日本で行われてい

る「住民参加型」，「職員参加型」の両方を含む概念で

ある．すなわち，計画に関わるすべての利害関係者，住

民，行政職員，事業者が計画策定に参画するという計画

策定の枠組みである．

本研究の最終的な目標は，ステークホルダ一参画型で

の防災計画策定の標準的手法の開発を行うことにある．

本ケーススタディーはその第一段階として，マリキナ市

の職員を参画者として防災計画策定を行い，その結果の

分析から「ステークホルダー参画型」の「計画策定手

法」の提示を行うものである．

今回のケーススタディーで，自治体職員を参画者とし

たのは以下の理由による．

１）防災計画は各地域が主体的に策定することが重要で

ある．

２）各地域が主体的に計画策定を行う際に自治体職員は

推進・調整役として働く必要がある．

３）自治体職員がステークホルダー参画型の防災計画策

定手法を身につけることが，地域の全てのステークホル

ダーが参画した形での最終的な防災計画の策定のために

重要である．

従って，次のステップとして，今回参画した職員が主体

となって，１）今回の防災計画策定のプロセスを通じて学

んだ計画手法，作成した計画に基づき，２）全てのステー

クホルダー（＝ミュニテイー，企業等）を巻き込み，今

回策定した計画をより実効性の高いものにしていく事が

必要となる．ワークショップでは，今回の策定された計

画は，今後のマリキナ市の防災対策を進めるための第一

歩であり，今後，１）コミュニティー，企業も参画した形

での計画の精査，２）他のハザード（水害等）も含めた総

合的な計画の策定，が必要であることを確認している．

しかしながら，マリキナでのケーススタディーでは，

時間的制約からターゲットを除く，４階層での計画を行っ

ている．ターゲットの設定手法の構築については今後の

検討裸題としたい．
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図１戦略計画の構造

(3)総合的な計画

防災対策には災害対応（Response)，復旧・復興

(Recovery)，被害抑止（Mitigation)，被害軽減

(2)戦略計画（StmtegicPlamDing)の枠組みに沿った計画
現在，行政の計画においては「戦略計画Strategic

－１１２－ 



（P泥paredness）という４つの側面がある事が一般的に知
られている'４１．日本の地域防災計画は，予防対策（被害
抑止+被害軽減），災害対応，復旧・復興の記述割合が，
７：３】：５となっており，総合的な計画とはなっていない

事が指摘されている'５)．防災対策として4項目を含む事
は防災対策の基本(5)であり，マリキナ市の地震防災計
画策定に際してはこの防災の４側面の全てを含む事に留
意した．

また，マリキナ市の地震防災計画は，マスタープラン

の融合という観点からこれまでの防災対策で考えられて
きた，

l）物理的対策（ハードな対策）；社会基盤施設，新規
の建築物，既存建築物の耐震性向上・確保

2）情報課題（ソフトな対策）：教育，研究・技術開発，
情報提供

といった対策に加え，

3）戦略的対策：土地利用計画，防災に関する組織・制

度，経済開発，財源

といった項目も含む総合的な内容とする事とした(6)．

図Zにマリキナ市の総合的な防災対策の全体像を示す．

シヨンプランの策定を行った．表1に各ワークショヅプの
実施状況並びに参加人数，図3にワークショップの流れを
示す．

一連のワークショップはEqTAPメトロマニラ・ケース
スタディーの一環として行われたものであり，ワークシ
ヨップの運営経費は研究費の中から支出されている．マ

リキナ市はメトロマニラの中の－市であり，非常に効率
的な行政運営が行われていることで知られている．メト
ロマニラ・ケーススタディーのカウンターパートである

メトロマニラ開発庁（ＭＭＤＡ）からマリキナ市のCity
Administmtor（日本の助役にあたる）を紹介していただ

く形でマリキナ市との関係を構築し，プロジェクトが開
始された．ワークショップの企画・運営は日本側プロジ

ェクトチームとマリキナ市（担当部局：Manpower
DevelopmentandTrainingOffice）が共同で行った．日本側，
マリキナ市側の役割分担は以下の通りである．

日本側プロジェクトチーム：各ワークショップの内容
（案）作成，各ワークショップの内容に関するマリキナ

市との協議，各ワークショップ後のデータ整理，最終レ
ポート案の作成，最終レポートの内容調整

マリキナ市：参加者の確保，会場の手配，各ワークシヨ

ップの内容についての協議，リソース・アセスメントの

実施，最終レポートの内容に関する調整
厩迦一

表１各ワークショップの概要

鱒
図２総

（４）戦略計画と総合的な計画の融合

先述のように戦略計画は「プログラムの網羅性は指向

しない」計画手法であり，一見，総合的な計画の目指す

総合性とは矛盾する概念のように見える．本ケーススタ

ディーにおいては，戦略計画の枠組みと計画の総合性の

両方を担保するため，マリキナ地震防災総合プログラム

とマリキナ地震防災総合プログラム・アクションプラン

の２本立ての計画構成をとり，１）マリキナ地震防災総合

プログラムは総合的な計画，２）アクションプランは，総

合プログラムの内容を現状分析に基づき精査した実行計

画とする事で，戦略計画と総合的な計画の融合を図った．
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『先述の1）ステークホルダー参画型で計画を策定する，

2）マスタープランと整合性を持つ，３）戦略計画

（SbrategicP1aming)の枠組みに沿った計画を作成する，
4）総合的な内容の計画を作成する，という4つの点を考

慮した地震防災計画の策定手法を構築する目的で，２００２

年１月～2003年11月にかけてフィリピン，マリキナ市に

おいてマリキナ市職員を参画者（７）とするワークショッ

プを5回開催し，マリキナ地震防災総合プログラム・アク

、Ｐｌａｎ

図３ワークショップの流れ
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4．ステークホルダー参画型での防災計画策定の
流れ

（１）ステークホルダー参画型防災計画策定の１７ステッ
プ

フィリピン，マリキナ市において行ったケーススタデ
ィーの成果。-，〕を分析し，先述の４つの点を満たす地震
防災計画策定手法を以下の１７ステップに整理した．以下，
各ステップの内容について詳述する．各項の（）内の記
述く例（ワークショヅプ・全体）＞は，各ステップを実
行するための方法を示している．

Stepl対象地域に関する基礎情報収集・分析
Step２災害に対する知識を深める
Step３地域の将来計画（マスタープラン）を知る
Step４守るべきモノを明確化する
steps守るべきモノに対する被害想定を行う
Step６被害想定結果を共有する
Step７防災計画を策定する事を意志決定する
Step８想定される被害に対する対策について考える
Step９アイディアの構造化を行う
SteplOアイディアの検証を行い，計画のゴールを作

成する

Stepll計画のゴールを決定する
Stepl2様々な災害対策手法について学び，防災対策

の体系を知る

Stepl3アイディアを階層化する
Stepl4階層毎に対策を確定する
Stepl5リソース・アセスメントを行う
Stepl6アクションプランを作成する
Stepl7アクションプランの見直しを行う

0,00%１０．２０．３０．４ｑ５０Ｌ６０､７０．８ＯＬ９１．０ 

（単位：重ｶｶﾛ速度に対する比率）

図４地醸勤（PGA）・断層（Source：PHlVOLOS）

（２）Stepｌ対象地域に関する基礎情報収集・分析（準備
作業）

このステップの達成目標は，対象地域の基礎的な情報

の収集・分析を行う事である．収集．分析する必要があ

る情報として大きくは１）被害想定のための地理情報デ

ータ（デジタル化されている事が望ましい）：断層．地

震動（図-4）・建物の立地状況．道路．コミュニティー

の境界等，２）その地域の過去の地震被害，３）社会情

報：人ロ，社会・経済状況，行政組織，マスタープラン

等，から構成される．この作業は準備作業でありプロジ
ェクトの＝アメンパーが中心となって進める．また，こ

の段階で地震発生時にどれだけの住宅被害が出るのか

（可能であれば死者についても）についての簡単な被害

想定を行う．

見状の建物被害棟数（CｏａｐｓＢＰａｒｔｉａｌＧｏｌｌａＢｅ

jli篝篝灘（３）Step２災害に対する知職を深める（ワークショッ
プ・全体）

このステップの達成目標は，防災対策に関わる人達の

災害に対する「関心」と「正しい理解」を深める事にあ

る．具体的には，１）過去の災害の被害実態，２）自分た

ちの地域での被害を知る（住宅の被害想定結果）につい
ての情報の提供（講演）を行い問題意織の共有を図る

と共に，地鰻被害は対策を行うと軽減する事が可能であ

る（例：建物を強くすると被害が減る，図５）という事

についての理解を深める．
建物の耐霊性を上げた渦合の

(CollapsaPartiaICollapse 

図５防災対策の効果

－１１４－ 



（４）Step３地域の将来計画（マスタープラン）を知る
（ワークショップ・全体）

このステップの達成目標は，防災対策を行う地域の将
来計画（マスタープラン）について防災対策の策定を行
う人の中で共有する事である．ワークショップにおいて，
「防災の目的は地域の持続的発展可能性を担保する事に
ある」という事について確認を行うと共に，その地域の
将来計画についての再確認を行う．

マリキナ市は，2000年に総合土地利用計画’`）
（(､omprchcllsivcL〔I､(1L1Hcl〕１１ｍ，CLUP，計画jljl間2000‐
２０１０年）を策定していたが，２００２年から新た
に､､M8lrikinaasaLiu1cSingal)ore.､をキャッチフレーズと
する新規の開発計画'7)の策定を行っている．総合土地利
用計画（CLUP）の中でマリキナ市は「ベッド・ルーム

コミュニティーから世界的な経済都市へと変貌する」’8）
事を調っている．

しかしながら，総合土地利用計画（CLUP）の分析か

ら，将来，高密度商業地域（HighDcnsil）Commcrcial
Zonc）並びに高密度工業地域（HighDensitylndustrial
Zone)として開発を進めていく地域として計画されている

市の北東部並びに南西部は，予想される地霞動の大きい
地域である事が明らかになった（図６）．

トイットに文章表現すると共に，場所を確定できるもの
については地図上にプロットを行う．その結果，守るべ
きものとして表２に示すような施設が同定された．施設
名の右側の数字は守るべきものとして各施設を同定した
グループの数を示している（マリキナでのワークショッ
プは全体を３グループに分けて作業を行った）．

（６）Step5守るべきモノに対する被害想定を行う（専門
家の作業）

このステップではStcp4でリストアップされた「守る
べきモノ」としてリストに挙げられた施設について被害
推定を行う．被害推定を行うにあたっては，個々の施設
の脆弱性（地震に対する強さ）を明らかにする必要があ
り，現地調査を行う．現地調査での調査項目は，建物の
構造形式，平面図，施工の質，写真撮影である被害推
定は個々の建物の脆弱性に応じた被害関数を用い，各建
物の建っている地点の推定地震動から予想される被害程
度を明らかにする(8)．

マリキナ市のケーススタディーでは，多くのグループ
が守るべき施設としてとして挙げた施設（表２の網掛け
の施設），５０施設について被害想定を行った．被害想定
はGeol1azardlntemationalと国連地域開発センター兵庫
事務所が開発を行った被害想定手法２１）（Global

EartllquakcSalbtylniliative，GESI）を利用した．図７に今

回利用したＧｌｉＳｌの被害関数，図８に脆弱性の評価事例
を示す．

表２守るべき施設
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奥 （７）Step６被害想定結果を共有する（ワークショップ゜
全体・小グループ）

このステップの達成目標は，防災計画の策定者の間で
「守るべきモノ」に対して行われた被害推定結果を共有
する事である．図，Iまマリキナ市における被害推定結果
の事例を示している．被害推定結果を説明する際には，
被害推定結果として示される各建物の被害程度（CollapsG
Extensive，ModeratetoNone）が写真を用いて視覚的に理

解可能なようにする必要がある．さらに，マリキナ市の
ケーススタディーでは行う事ができなかったが，こうい
った施設の被害が社会にどういった混乱をもたらすのか

といった点についても図上訓練等の手法を用いて周知を
はかる必要がある．

Ｒｎ、□

図６将来の開発地域と予想される地瀝動

（５）Step4守るべきものを明確化する（ワークシヨッ
プ・小グループ）

このステップでの達成目標は「その地域にとって大切
なモノ」を明確化する歌である．先述のように防災対策
はその地域の経済開発と共に行われる必要がある．この
ステップではまちづくり，地域開発の分野でよく利用さ

れる「アセットマップ作り」の技法１，>を利用する．防災
計画を策定する人々を10人程度のグループに分け，自分
たちがこの地域で大切だと思う「モノ」「コト」をボス
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（８）Step７防災計画を策定する事を意志決定する（ワー
クショップ・全体）

このステップの達成目標は，ｓ【ep6の被害想定結果を踏
まえて，対象地域の防災計画を策定するかどうかと意思
決定する事にある．防災計画を策定しないという意思決
定が行われた場合はここでプロジェクトは終了する．

防災計画は将来計画と調整をとって策定する必要がある
のでマスタープランの１セクションとして防災計画を策
定する事が望ましい．

ＤａｍａｇｅＲｉｓｋｏｆＦｉ｢eStations 
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掴|向風、

■ 

（９）Step８想定される被害に対する対策について考える
〈ワークショップ・小グループ）

このステップではslCp6で明らかになった予想される
被害に対し，どういった対策をとれば良いのかについて
のアイディア出しを行う．

０３ＮＡＮＧＫＡＦｉｒｅＳｔａｔｉｏｎＯ４ＰＡＲＡＮＧＦｉ｢ｅStation 

図８脆弱性評価事例

（10）Step９アイディアの構造化を行う（ワークシヨッ
プ。小グループ）

このステップではStcp8で出されたアイディアのグル
ーピング，構造化を行うと共に，各グループの成果を発

表し全体での成果の共有を行う．

（11）SteplOアイディアの検証を行い計画のゴールを

作成する（専門家作業）

このステップではStep，の成果（グルーピング，構造
化された防災対策のアイディア）について専門家の間で

再度検証すると共に，全てのアイディアの内容を含むゴ
ール・ステートメントを作成する

（12）Ｓｔｅｐｌｌ計画のゴールを決定する（ワークショッ

プ・全体）

このステップではsteplOの結果，作成されたゴール。
ステートメントをワークショップにおいて発表し，ステ

ークホルダーの間での合意形成を行う
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（13）Stepl2様々な災害対策手法について学び，防災対
策の体系を知る．（展示会）

このステップでは，Step8でアイディアを出し，Step9.
10で構造化を行った防災対策の全体像，体系をステーク
ホルダーと共有するために防災技術に関する展示会を行
う．

マリキナ市では図２に示した防災対策の全体像に従っ

て，会場を図１０のように配置し，防災対策を体系的示す
展示を市役所で行った．２００３年７月２８日に開催した展
示会には高校生を中心に約1000名の参加があった． 図９マリキナ市の被害想定結果
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（14）Stepl3アイディアを階層化する．（ワークショツ

プ・小グループ）

先述のように本計画においては，ゴール＞オブジェク

ティプ＞ポリシー／ストラテジー＞プログラム／プロジ

ェクトという４層構造を採用している．Step8で出された
アイディアは|偕層分化が行われていない)伏態にあり（非

常に広い概念を含むアイディアから，個別のプログラム

／プロジェクトレベルのアイディアも含む），このステ

ップではアイディアの階層化作業を行う．
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図７被害関数（GES'21〕）
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（18）Stepl7アクションプランの見直しを行う
このステップでは，利用可能な資源（人的資源，財

政）が変化した場合，再度，ステップ15-16のプロセス

を繰り返し，アクションプランの見直しを行う．

nAamAp仰ＵＣｄｌ 璽艀一一鮴
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声ＤｍｃＵＵｎ和、
－ＩＤＯ印0

座2Ｗ2空屯

5.マリキナ地震防災総合プログラム（CEDR）・ア
クションプラン

0尾沙

(1)マリキナ地震防災総合プログラムの構成（CEDR）

先述のステップを経て策定されたマリキナ地震防災総
合プログラムは，１つのゴール，１０のオブジェクティプ，
５４のポリシー／ストラテジー，２１６のプログラム・プロ

ジェクトから構成される総合的な計画となっている．

全体のゴールは「命，財産，生活を守る」となってお
り，出されたアイディア全体を統合する概念となってい
る．

10のオプジェクテイブは図Ｚに示す防災の全体像の各

項目に対応するもので，

＜物理的対策＞

1．社会基盤施設，Ｚ・新規の建築物，３．既存建築物

く情報課題（ソフトな対策）＞

4．教育，５．研究・技術開発，６．情報提供

く戦略的対策＞

2．土地利用計画，８．防災に関する組織・制度，９．経

済開発，１０．財源

という10の項目から構成されている．

表3にオブジェクト毎のポリシー／ストラテジー，プロ

グラム／プロジェクトの数を示す．
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図１０展示レイアウト

（15）Stepl4階層毎に対策を確定する．（ワークシヨツ

プ・小グループ）

このステップではＳにpl3で階層化された各アイディア
について，階層毎（オプジェクテイブ，ポリシー／スト

ラテジー，プログラム／プロジェクト）に表現の精綾化

を行う．また，プログラム／プロジェクトについては

1）防災対策の４要素，２）防災の１０分野（図２）が抜け

も落ちなく含む事を確認しながら対策リストを確定する．

このステップの作業を経て，総合防災プログラムが確定

される．

マリキナ市のケーススタディーでは２１９のプログラム

／プロジェクトを含むマリキナ地震防災総合プログラム

(MarikinaComprchensiveEarthquakeDisasterReduction 

ProgmmCEDR)が作成された．ＣEDRの内容については
別章で詳述する．

（２）アクションプランの構成

アクションプランは，マリキナ地震防災総合プログラ

ムにEDR）のZ16のプログラム／プロジェクトについて

リソース・アセスメントの結果を踏まえ，ステークホル

ダーがその採択の可否を決定したものである．アクショ

ンプランは113のプログラム／プロジェクトから構成され

ており，マリキナ地震防災総合プログラムにEDR）の

プログラム／プロジェクトのほぼ半数（52.3％）が採択

されている．表4にアクションプランの構成を示す．

実施時期別に見るとＮｏｗ（1-2年以内）とされているも

のが多く，Later（10年以内）という長期的な視点をもっ

たものは少ない．

オブジェクト別に見ると，防災に関する組織・制度

（16項目），教育，研究・技術（15項目）に関するプロ

グラム／プロジェクトが多くなっている．

（16）Stepl5リソース・アセスメントを行う（各防災計

画策定者）

Stepl4で策定された総合防災プログラムは防災対策と
して出された全てのアイディアを含むものであり，その

重要度，実施可能性，担当部局については考慮されてい

ない．このステップではアクションプラン作成の判断材

料となるデータを作成するため，質問紙調査を行う．質

問項目は各プログラム／プロジェクトの１）重要度，２）

実施に移す際の外的／内的資源，３）担当部局，４）実施

時期である．

（17）Stepl6アクションプランを作成する．（ワークシ

ョップ・全体・小グループ）

このステップではStepl5でのリソース・アセスメント
の結果を考慮して，アクションプランへの作成を行う．

アクションプランとは，総合防災プログラムの全プログ

ラム／プロジェクトを，重要度・実施可能性の観点から

取捨選択を行い，採択されたプログラム／プロジェクト

について実施時期，担当部局を決定したものである．

アクションプランの決定は，作業の簡便化のため２段

階で行う．１）上位○○位までを仮採択する（全体討駿）

z）各グループで全てのプログラム／プロジェクトについ

て再度検肘し（不採択とされたものも含めて），採択の

可否，実施時期，担当部局について決定する．

マリキナ市のケーススタディーでは１１３のプログラム

／プロジェクトと含むアクションプランが作成された．

（３）戦略的対策（StrategicCountermeasures)の内容

マリキナ地震防災総合プログラムにEDR）の計画内

容は，ｌ）物理的対策，２）情報課題，３）戦略的対策の３

つの項目から構成されている．１），Ｚ）の対策は通常の

地震防災計画でも計画されている項目であり，ここでは

3）戦略的対策として計画された内容について紹介する．

ａ）オブジェクティブの内容

戦略的計画は，】）土地利用計画，２）防災に関する組

織・制度，３）経済開発，４）財源という4つのオブジェク

ティプから構成されている．各項目のオブジェクティプ

の内容について以下に示す．
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ｂ〕ポリシー／ストラテジー，プログラム／プロジェク
トの内容

戦略的対策のポリシー／ストラテジー，プログラム／
プロジェクトの全項目について紹介する事は出来ないが，

長期計画開発計画との融合という観点からここでは「経

済開発」の項目のポリシー／ストラテジー，並びにプロ

グラム／プロジェクトの内容の一部について紹介を行う。

表３CEDRの項目詳細

Policy/StTate2y9o1 
地藤リスクを知り・軽減し，民間のビジネス・チャン

ス拡大支援，新たな雇用の創出，コミュニティーの生活

水準の向上をはかる。

Progu1am/Prnject9､1.1（1-2年以内に実施）
民間の機関，民間企業の投資を呼び込むためにマリ

キナ市を地震対策が充実している町として売り込む．

Progmm/Pmject9.1.2（不採択）
中小規模の産業を促進し，より多くの税収をあげ，

雇用の機会を増やすことにより，安全プログラムを支

援・改善するための追加的な歳入を創出する．

Program/PmieCt9・L３（1-2年以内に実施）
靴産業における被害抑止・軽減対策を進めると共に，

災害後も靴製品の輸出の継続できるように支援する．

Policy/StTateEV92 

投資家の安全・安心を確保のため，地震防災対策も含

む市民の安全・安心対策を充実させる．

（アクションプランへの採択4/４，全て1-2年以内に実

施）

Policy/Stmte型９．３

企業に対し，事前対応計画，災害後の事業の復旧計画

を策定する事を奨励，促進する．

（アクションプランへの採択3/４，全て1-2年以内に実

施）

Policy/StmteEV9､４ 

生活に不可欠な商業サービス，ライフラインサーピス

の地霞防災対策を再構築する．

（アクションプランへの採択1/５，５年以内に実施）

Ｅｇｕ２…gu-2皇
既存／新築の建物の耐震性を確保するための経済的・

規制に関するインセンティプを開発する．

（アクションプランへの採択2/５，全て1-2年以内に実

施）

PolicV/StTate2y9o6 
ライフラインが災害後も機能するように設計・施工・

運用システムを改善する．

（アクションプランへの採択、，1-2年以内に実施）
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表４アクションプランとして採択された
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1）土地利用計画

適切な土地利用計画と防災プログラムにより，地震被

害を最小限にし，マリキナ市の「MarikinaasaLittle

Singapo”」というビジョンを実現する．
2）防災に関する組織制度

地震防災計画を策定することを通じて，地鯉に対する

被害抑止・軽減，緊急対応，復旧・復興に対する防災力

を高める．

3）経済開発

生活水準の向上，経済開発と共に防災対策を行う．

4）財源

地展防災対策を支援するための財源を，市の既存財源，

他から財源に求める．

６．まとめと今後の課題

本稿では，１）ステークホルダー自身が計画を策定する，

2）長期計画と整合性を持つ，３）戦略計画（Smtegic
Planning)の枠組みに沿った計画を作成する，４）総合的
な内容の計画を作成する，といった４つの項目を考慮し

た地鰻防災計画を策定するための17ステップから構成さ

れる計画策定手法の提示を行った．

今回紹介を行った計画手法に基づき策定された，マリ

キナ地鰹防災総合プログラムにEDR）は経済開発とい

った項目も含み，将来の開発計画も考慮した総合的な計

画となっている．また，リソース・アセスメントを経て

ステークホルダーにより決定された同アクションプラン
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{ま戦略計画の枠組みに沿った計画となっている．このよ

うに今回策定された計画は，事前に考慮した４つの項目

全てを満たしたものとなっており，今回開発された計画

手法は，今後の防災を考える際のキーワードである「持

続的発展可能な防災ｊという観点から防災計画を策定す

るための有効な計画手法であると考えられる．

本論の目的はマリキナでのケーススタディーから構築
されたステークホルダー参加型の総合的な地震防災計画

策定手法の提示を行う事にあるが，最後に１）計画手法

の評価，２）アクションプランの計画内容の評価，３）マ

リキナ市の防災力の向上という観点から今後の課題を整

理する．

1）計画手法の評価

今回提示した計画手法が他の地域，組織においても利

用可能かどうかの検討を行う必要がある．

Z）計画内容の評価

アクションプランとして採択された計画の内容はマリ

キナ市のステークホルダー自らが決定したものである．

しかしながら，計画可否は各計画の効果，費用といった

客観的な指針に基づいて決定されたものではない今後，

総合プログラムの２１６のプログラム／プロジェクトにつ

いて，効果，費用，実施の難易度といった客観的な基準

を作成し，アクションプラン決定のための客観的な判断

基準を提供できるようにする必要がある．

3）マリキナ市の防災力の向上

マリキナ地震防災総合プログラムにEDR）・アクシ

ョンプランは，マリキナ市のステークホルダー自らが作

成した計画である．計画策定のプロセス自体が計画内容

に関する学習機会となっており，計画としては実効性の

高いものとなっていると考えられる．計画内容は市長に
よるレビューを経て，冊子として印刷されているが，今

後，議会の承認を経てマリキナ市の正式な地震防災計画

として位極づけを行う事が課題として残されている．

また，アクションプランとして決定された対策が実際
にどのようにして実社会に適応されていくのかについて

のモニターを継続的に行って行く必要がある．

AdministTatoTs，さらにはＣｉ⑪Enginee｢s,CityPlamer,dIrecto『of
ManpoweTDeveIopmentalYdTraimngOfTiceといった部長級の職員，
さらに，以下の部局から謀長級の職員が参加した．OfTiceofthe

AdminjstmtoT，ＣＩＷＣｏｕ肱cilo「OfYice，MarkelOfYice，Enginee『ing
Office,MarikinaSett1ementOfYice,ParkDevelopmentOffice、Rescue
l6LMarikinaCityDevelopmentAuthoriW，BantayBayam 
(CommunjtyManagementLBu『eauofFiTeProtection,Ｍａ｢ikinaLand
TransponationOmce，OfficeofPubIicManagememtandSatty， 
CommuniIyReIationOfYice，StTeetRepajTandMaintenanceOfYice， 
andWasteMamagementOfYice、ワークショップへは基本的に同じ
参加者が継続的に参加した．

（８）被害想定の詳細については，参考文献２０）参照．
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補注

（１）米国の防災対策・研究に関する第１回目の評価は1975年

に行われた．1995年から行われた今回の評価は２回目のものと

なる．全米から多くの防災の実務者，研究者が集まり行われた

第２回評価の成果のまとめとして出版されたのが，DSMileti

U999）である．

（２）マリキナにおける防災叶画策定ワークショップの詳細につ

いては，参考文献2)-9)参照

（３）例えば，参考文献10）-11）

(4)ＳＷＯＴとはStにngth(強み），Weakness（弱み），
Oppo7tunity（機会），ｍｌｍｄ（脅威）の略である，ＳＷＯＴと分
析とは，計画策定の前提をしてこういった点について分析を行
う事である．

（５）防災対策において防災の４側面く災害対応（Response)，
復旧・復興（RecovelyL被害抑止（Mitjgation)，被害軽減
（PreparcdI1ess）＞を考慮する事の重要性は，第１回目の米国で
の防災対策・研究に関する評価において指摘された課題である

米国における２回目の防災対策・研究に関する評価結果におい

てもⅢ第１回目の評価での指摘については継続して考慮する事
とされている．（参考文献1））

（６）こういった広範な防災対策のアイディアは，マリキナ市の
ステークホルダーが予想される被害に対する対策として考え出

したものである．筆者らの日本側グループがアイディアのグル

ーピングを行い，図2に示す10項目の防災対策のオプジェクテイ
ブとして整理した．

（７）マリキナ市からの参加者は，日本での助役に当たるＣｉｔｙ
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